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「ふじのくに協働の推進に向けた基本指針」に基づく施策の進捗状況 

 

１ ＮＰＯ法人数の状況 

  H27.12.31現在 H30.11.30現在 

全国 50,641 51,695

 うち認定・特例認定ＮＰＯ法人 941 1,096

静岡県 1,267（全国比2.5%） 1,269（全国比2.5%）

 うち認定・特例認定ＮＰＯ法人 19（全国比2.0%） 26（全国比2.4%）
出典：内閣府「特定非営利活動法人の認証数等」 

 

（参考１）静岡県内ＮＰＯ法人数の推移 

 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末 

県内法人数 1,149 1,203 1,250 1,258 1,266 1,281 
出典：内閣府「特定非営利活動法人の認証数等」 

 

（参考２）その他の法人格の状況 

H28.2.8現在 H30.12.6 法人格の種類 

全国 静岡県 全国 静岡県

一般（社団、財団）法人及び公益（社団、財団）法人 51,483 1,013 67,960 1,334

   うち公益（社団、財団）法人 9,400 188 9,553 194
出典：国税庁「法人番号公表サイト」 

 

２ ふじのくにＮＰＯ活動センター（ＦＮＣ）の業務実施状況（総合拠点・東部拠点合計） 

業務区分 実績（平成30年12月末現在） 

情報センター機能 

・地域の課題に取り組むＮＰＯ調査：10件調査済（総合８、東部２）

・協働先進事例調査：８件調査済（総合７、東部１） 

・ＮＰＯ、協働等に関する情報発信：473件（総合267、東部206） 

・ＣＳＲ連続講座：7/18、31実施 延べ58名参加 

・ＮＰＯ・社会貢献出前講座：実績なし 

人材育成機能 

・市町センター別支援計画の策定：19件 

・中間支援スタッフ集合研修： 

ＮＰＯ事業評価(6/26実施 32名参加) 

地縁型組織・団体への支援（9/18実施 30名参加） 

ＮＰＯの労務（10/2、10/30実施 計34名参加） 

市町補完機能 

・出張相談会等の開催：中部地域 ３回（10名参加） 

西部地域 ２回（23名参加） 

伊豆地域  ６回（60名参加） 

・認定取得コンサルティング：16団体 実施中(総合12、東部４) 

   〃 掘り起こし   ：２団体（総合２） 

 ＮＰＯ向け認定講座：5/23実施 19名参加 

・伊豆地域の市民活動を考えるワークショップ 

第１回 7/11伊豆の国会場（26名参加）、7/12下田会場（21名参加）

第２回 11/8下田会場（21名参加）、11/9伊豆の国会場（17名参加）
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３ 施策の進捗管理指標の状況 

(1) 成果指標 

ア ＮＰＯ法人の年間総事業費 

対象年度 
25年度 

(指針策定時) 

26年度 27年度 28年度 29年度 

(集計中) 

32年度 

(目標) 

総事業費 

(百万円) 
19,754 21,161 21,173 21,410 21,147 22,000 

出典：県民生活課「ＮＰＯ法人事業報告書集計結果」 

 

イ 認定・特例認定ＮＰＯ法人数 

対象年度 
26年度末 

（指針策定時） 

27年度末 28年度末 29年度末 30年度 

(11月末現在) 

32年度末

（目標）

法人数 13 19 23 25 26 40 

出典：内閣府「認定・特例認定法人数等」 

 

(2) 補足指標 

ア ＮＰＯの組織運営基盤の強化関係 

「年間収入額20,000千円以上のＮＰＯ法人数」 

対象年度 
25年度 

(指針策定時) 

26年度 27年度 28年度 29年度 

(集計中) 

32年度 

(目標) 

法人数 242 260 267 253 257 300 

出典：県民生活課「ＮＰＯ法人事業報告書集計結果」 

 

イ 多様な主体のマッチングの促進関係 

「社会的課題の解決のため、行政、企業等と協働事業を行ったことのあるＮＰＯ法人の割合」 

調査年度 
26年度 

（指針策定時） 

28年度 30年度 

（調査中） 

32年度 

(目標) 

ＮＰＯ法

人の割合 
44.9％ 53.2％  55％ 

出典：県民生活課「ＮＰＯ法人実態調査」 

 

ウ 協働への参加・支援のすそ野の拡大関係 

「ＮＰＯ法人の収入に占める寄附金額の割合」 

対象年度 
25年度 

(指針策定時) 

26年度 27年度 28年度 29年度 

(集計中) 

32年度 

(目標) 

寄附金額

の割合 
1.8% 2.5% 2.1% 2.0% 2.1% 2.5% 

出典：県民生活課「ＮＰＯ法人事業報告書集計結果」 

 

 

４ 平成31年度の重点取組事項 

 ①伊豆地域における市民活動関係者間のネットワークの形成 

 ②ＮＰＯ活動をはじめとする社会貢献活動への幅広い県民の参加の促進 

 


